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答 

１ 会社法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（令和元年法律第 71 号）による一般社団・財団法人法（以下「法」という。）

の改正により、法人は、社員からの議決権行使書面等の閲覧等の請求につい

て、社員名簿の閲覧等の請求の拒絶事由（法第 32 条第３項各号）と同様の事

由（当該請求を行う社員がその権利の確保又は行使に関する調査以外の目的

で請求を行ったとき等）に該当する場合には、その請求を拒むことができる

こととされました（法第 50 条第６項、第 51 条第５項、第 52 第６項）。 

また、改正前には、法人の拒絶事由の規定はなく、社員が当該請求をする際

にその理由を明らかにする必要もありませんでしたが、拒絶事由に該当するか

どうかの判断を法人がすることを容易にするため、社員は、当該請求をする場

合においては、当該請求の理由を明らかにしなければならないこととされまし

た（法第 50 条第６項後段、第 51 条条第４項後段、第 52 条第５項後段）。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 32 条 （略） 

２ 社員は、一般社団法人の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができ

る。この場合においては、当該請求の理由を明らかにしてしなければならない。 

一 社員名簿が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求 

二 社員名簿が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録され

た事項を法務省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求 

３ 一般社団法人は、前項の請求があったときは、次のいずれかに該当する場合を除き、

これを拒むことができない。 

一 当該請求を行う社員（以下この項において「請求者」という。）がその権利の確保又

は行使に関する調査以外の目的で請求を行ったとき。 

二 請求者が当該一般社団法人の業務の遂行を妨げ、又は社員の共同の利益を害する目

的で請求を行ったとき。 

三 請求者が社員名簿の閲覧又は謄写によって知り得た事実を利益を得て第三者に通報

するため請求を行ったとき。 

四 請求者が、過去二年以内において、社員名簿の閲覧又は謄写によって知り得た事実

を利益を得て第三者に通報したことがあるものであるとき 

 

問Ⅱ－７－④の２（議決権行使書面等の閲覧等の請求）  

社員が、社員総会の議決権行使書面の閲覧等を法人に請求する場合、当該請

求が拒絶されることはありますか。 
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一般社団・財団法人法第 50 条 社員は、代理人によってその議決権を行使することができ

る。この場合においては、当該社員又は代理人は、代理権を証明する書面を一般社団法人

に提出しなければならない。 

２～５ （略） 

６ 社員は、一般社団法人の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができ

る。この場合においては、当該請求の理由を明らかにしてしなければならない。 

 一 代理権を証明する書面の閲覧又は謄写の請求 

二 前項の電磁的記録に記録された事項を法務省令で定める方法により表示したものの

閲覧又は謄写の請求 

７ 一般社団法人は、前項の請求があったときは、次のいずれかに該当する場合を除き、

これを拒むことができない。 

一 当該請求を行う社員（以下この項において「請求者」という。）がその権利の確保又

は行使に関する調査以外の目的で請求を行ったとき。 

二 請求者が当該一般社団法人の業務の遂行を妨げ、又は社員の共同の利益を害する目

的で請求を行ったとき。 

三 請求者が第一項の規定により提出された議決権行使書面の閲覧又は謄写によって知

り得た事実を利益を得て第三者に通報するため請求を行ったとき。 

四 請求者が、過去二年以内において、第一項の規定により提出された議決権行使書面

の閲覧又は謄写によって知り得た事実を利益を得て第三者に通報したことがあるもの

であるとき。 

 

一般社団・財団法人法第 51 条 書面による議決権の行使は、議決権行使書面に必要な事項

を記載し、法務省令で定める時までに当該記載をした議決権行使書面を一般社団法人に提

出して行う。 

２・３ （略） 

４ 社員は、一般社団法人の業務時間内は、いつでも、第一項の規定により提出された議

決権行使書面の閲覧又は謄写の請求をすることができる。この場合においては、当該請求

の理由を明らかにしてしなければならない。 

５ 一般社団法人は、前項の請求があったときは、次のいずれかに該当する場合を除き、

これを拒むことができない。 

一 当該請求を行う社員（以下この項において「請求者」という。）がその権利の確保又

は行使に関する調査以外の目的で請求を行ったとき。 

二 請求者が当該一般社団法人の業務の遂行を妨げ、又は社員の共同の利益を害する目

的で請求を行ったとき。 

三 請求者が第一項の規定により提出された議決権行使書面の閲覧又は謄写によって知

り得た事実を利益を得て第三者に通報するため請求を行ったとき。 
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四 請求者が、過去二年以内において、第一項の規定により提出された議決権行使書面

の閲覧又は謄写によって知り得た事実を利益を得て第三者に通報したことがあるもの

であるとき。 

 

一般社団・財団法人法第 52 条 電磁的方法による議決権の行使は、政令で定めるところに

より、一般社団法人の承諾を得て、法務省令で定める時までに議決権行使書面に記載すべ

き事項を、電磁的方法により当該一般社団法人に提供して行う。 

２～４ （略） 

５ 社員は、一般社団法人の業務時間内は、いつでも、前項の電磁的記録に記録された事

項を法務省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求をすることができ

る。この場合においては、当該請求の理由を明らかにしてしなければならない。 

６ 一般社団法人は、前項の請求があったときは、次のいずれかに該当する場合を除き、

これを拒むことができない。 

一 当該請求を行う社員（以下この項において「請求者」という。）がその権利の確保又

は行使に関する調査以外の目的で請求を行ったとき。 

二 請求者が当該一般社団法人の業務の遂行を妨げ、又は社員の共同の利益を害する目

的で請求を行ったとき。 

三 請求者が第一項の規定により提出された議決権行使書面の閲覧又は謄写によって知

り得た事実を利益を得て第三者に通報するため請求を行ったとき。 

四 請求者が、過去二年以内において、第一項の規定により提出された議決権行使書面

の閲覧又は謄写によって知り得た事実を利益を得て第三者に通報したことがあるもの

であるとき。 

 

 


